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①事前協議
※おおむね１月中旬～２月下旬

●概要
①実施計画について都道府県とこども家庭庁との間で協議
②実施計画について事務局審査を行う。

審査が完了したものには内示を行う。

●提出書類
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－１（所要額調）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－２（実施計画総括表）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式２ （実施計画書個票）
・（参考）積算内訳書

※結婚新生活支援事業は不要

・（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳
・結婚支援センター設置運営指針チェックリスト

※結婚支援センターの運営費について申請する場合

②審査・内示
※おおむね３月上旬～下旬

③交付申請
※おおむね４月中旬～５月中旬

④交付決定
※おおむね５月下旬までに

●概要
③審査を通過した実施計画を基に、交付申請を行う。
④交付申請に基づき、交付決定を行う。

●提出書類
・交付要綱 別紙様式第１ （交付申請書）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－１（所要額調）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－２（実施計画総括表）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式２ （実施計画書個票）
・（参考）積算内訳書

※結婚新生活支援事業は不要

・（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳
・結婚支援センター設置運営指針チェックリスト

※結婚支援センターの運営費について申請する場合

・歳入歳出予算書（見込書）抄本
※都道府県に係る分

●提出先（都道府県知事 → こども家庭庁長官）
こども家庭庁長官官房少子化対策室
※電子媒体のみで可
※少子化交付金２ <syousika.koufukin2@cfa.go.jp>宛てにメール送付

１－１ 交付申請の手順
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１－２ 交付申請の様式作成例

１「（参考）積算内訳書」「（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳」
「結婚支援センター設置運営指針チェックリスト」を作成

※結婚新生活支援事業については不要

２「別紙様式第１ 様式２（個票）」
（1）次のシートを作成

・1_共通入力シート【記載必須】
・2_個別入力シート（新生活以外）※費用内訳の欄は上記内訳書から「値」で貼り付け
・3_個別入力シート（新生活）

（2）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・4_総括表への転記シート

（3）次のシートを個票数に応じて作成 ※行間等のレイアウトを整えること
・個票①～（新生活以外）、個票（新生活）

市町村

３「別紙様式第１ 様式１－１・１－２（所要額調・総括表）」
（1）次のシートに上記「 4_総括表への転記シート」を「値と数値の書式」で貼り付け

・実施計画総括表

（2）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・所要額調

１ 都道府県事業について左記の１・２と同様の手順にて作成

２ 「別紙様式第１ 様式２（個票）」
（1）全ての自治体分を自治体コード順に整理
（2）自動集約用エクセル（マクロ）により次のシートごとに作成（※任意）

・2_個別入力シート（新生活以外）
・3_個別入力シート（新生活）
・4_総括表への転記シート

４「別紙様式第１ 様式１－１・１－２ （所要額調・総括表） 」
左記の３と同様の手順にて全ての自治体分をとりまとめて作成・確認

５「別紙様式第１（交付申請書）」を作成 ※交付申請額の欄は上記様式１－１のから貼り付け

３ 全ての自治体分の資料一式を形式・内容審査

４ 都道府県に提出書類一式を提出

６ こども家庭庁に提出書類一式（上記２の自動集約用エクセル３点を含む。）を提出

都道府県
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１－３－１ 交付申請の記載例①

都道府県名、知事名を記載

別紙様式第１ 様式１－１ （所要額調）の交付金所要額を記載

※同様式の欄外から転記可

文書番号、交付申請年月日を記載
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１－３－２ 交付申請の記載例②

別紙様式第１ 様式２ （個票）の転記シートの該当欄から転記可

別紙様式第１ 様式１ー２ （総括表）

から全て自動転記
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１－３－３ 交付申請の記載例③

個票番号を選択することにより、

別紙様式第１ 様式２ （個票）の各入力シートから全て自動転記

※必ず行間等のレイアウトを整えること。

費用内訳の欄は各内訳書の欄外から入力シートに転記可
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１－３－４ 交付申請の記載例④

センター職員の人件費は、重点メニュー等の別個票と按分しない（運営費個票に計上）
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１－３－５ 交付申請の記載例⑤

別紙様式第１ 様式２ （個票）の各入力シートから全て自動転記

※必ず行間等のレイアウトを整えること。
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①事前協議
※随時

●概要
①実施計画の変更について都道府県とこども家庭庁との間で協議
②実施計画の変更について事務局審査を行う。

なお、変更申請の際には内示を原則として行わない。
※初回の変更申請については、原則として６月末（７月変更決定分）から受付

※最後の変更申請については、原則として２月末（３月変更決定分）まで受付

●提出書類（変更案の該当部分について赤字下線＋変更前の様式）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－１（所要額調）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－２（実施計画総括表）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式２ （実施計画書個票）
・（参考）積算内訳書

※結婚新生活支援事業は不要

・（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳
・結婚支援センター設置運営指針チェックリスト

※結婚支援センターの運営費について申請する場合

②審査
※おおむね２週間程度

③変更交付申請
※おおむね毎月の月末までに

④変更交付決定
※おおむね③の翌月中旬頃までに

●概要
③審査を通過した実施計画を基に、変更交付申請を行う。
④変更交付申請に基づき、変更交付決定を行う。

●提出書類（変更案の該当部分について赤字下線）
・交付要綱 別紙様式第４ （変更交付申請書）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－１（所要額調）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式１－２（実施計画総括表）
・交付要綱 別紙様式第１ 様式２ （実施計画書個票）
・（参考）積算内訳書

※結婚新生活支援事業は不要

・（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳
・結婚支援センター設置運営指針チェックリスト

※結婚支援センターの運営費について申請する場合

・歳入歳出予算書（見込書）抄本
※都道府県に係る分

・交付決定通知書の写し
※こども家庭庁から最後に交付決定を受けた際の交付決定通知書の写し

●提出先（都道府県知事 → こども家庭庁長官）
こども家庭庁長官官房少子化対策室
※電子媒体のみで可
※少子化交付金１ <syousika.koufukin1@cfa.go.jp>宛てにメール送付

２－１ 変更交付申請の手順
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２－２ 変更交付申請の様式作成例

１「（参考）積算内訳書」「（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳」
「結婚支援センター設置運営指針チェックリスト」を必要に応じて変更

※変更案の該当部分について赤字下線

２「別紙様式第１ 様式２（個票）」
（1）次のシートを変更 ※変更案の該当部分について赤字下線

・1_共通入力シート【記載必須】
・2_個別入力シート（新生活以外）※費用内訳の欄は上記内訳書から「値」で貼り付け
・3_個別入力シート（新生活）

（2）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・4_総括表への転記シート

（3）次のシートを変更 ※変更案の該当部分について赤字下線
・個票①～（新生活以外）、個票（新生活）

市町村

３「別紙様式第１ 様式１－１・１－２（所要額調・総括表）」
（1）次のシートに上記「 4_総括表への転記シート」を「値と数値の書式」で貼り付け

・実施計画総括表 ※変更案の該当部分について赤字下線

（2）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・所要額調 ※変更案の該当部分について赤字下線

１ 都道府県事業について左記の１・２と同様の手順にて変更

３「別紙様式第１ 様式１－１・１－２ （所要額調・総括表） 」
左記の３と同様の手順にて変更・確認

４「別紙様式第４（変更交付申請書）」を作成
※変更交付申請額の欄は上記様式１－１のから貼り付け

２ 都道府県・市町村事業の資料一式を形式・内容審査

４ 都道府県に提出書類一式（変更前の様式を含む。）を提出

５ こども家庭庁に提出書類一式（変更前の様式を含む。）を提出

都道府県
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２－３ 変更交付申請の記載例

都道府県名、知事名を記載

別紙様式第１ 様式１－１ （所要額調）の交付金所要額の変更額を記載

※同様式の欄外（前回の交付金所要額を要転記）から転記可

文書番号、変更交付申請年月日を記載

変更を必要とする理由を簡潔に記載

最後の交付決定年月日・文書番号を記載
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①実績報告
※おおむね３月下旬～４月中旬（４／１０締切）

●概要
①実施計画に係る事業の実績報告書を提出する。
②実績報告書に基づき額の確定を行い、確定額を支払う。

●提出書類
・交付要綱 別紙様式第８ （事業実績報告書）
・交付要綱 別紙様式第８ 様式１－１（精算書）
・交付要綱 別紙様式第８ 様式１－２（実績報告総括表）
・交付要綱 別紙様式第８ 様式２ （実績報告書個票）
・（参考）支給実績内訳書 ※結婚新生活支援事業は不要

・（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳（実績） ※結婚支援センターの運営費について申請する場合

・（参考）結婚新生活支援事業 交付実績一覧 ※支給実績がない（ゼロである）実施自治体は不要

・歳入歳出決算書（見込書）抄本 ※都道府県に係る分

・額の確定通知の写し ※都道府県から市町村に行った額の確定通知の写し

・交付決定通知書の写し ※こども家庭庁から最後に交付決定を受けた際の交付決定通知書の写し

●提出先（都道府県知事 → こども家庭庁長官）
こども家庭庁長官官房少子化対策室
※電子媒体のみで可
※少子化交付金１ <syousika.koufukin1@cfa.go.jp>宛てにメール送付

②額の確定
※おおむね４月下旬（４月末に確定額を支払）

３－１ 実績報告の手順
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３－２ 実績報告の様式作成例

１「（参考）支給実績内訳書」
「（参考別紙）結婚支援センターの運営費内訳（実績）」を作成

※結婚新生活支援事業以外の個票を作成する場合のみ

「（参考）結婚新生活支援事業 交付実績一覧」を作成
※結婚新生活支援事業の個票を作成する場合のみ（支給実績がない場合は不要）

２「別紙様式第８ 様式２（個票）」
（1）次のシートを作成

・1_共通入力シート【記載必須】
・2_個別入力シート（新生活以外）※費用内訳の欄は上記内訳書から「値」で貼り付け
・3_個別入力シート（新生活） ※申請状況の欄は上記交付実績一覧から「値」で貼り付け

（2）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・4_総括表への転記シート

（3）次のシートを個票数に応じて作成 ※行間等のレイアウトを整えること
・個票①～（新生活以外）、個票（新生活）

市町村

３「別紙様式第８ 様式１－１・１－２（精算書・総括表）」
（1）最新の「別紙様式第１ 様式１－１・１－２ 」の非表示された次のシートを再表示

・精算書、実績報告総括表

（2）次のシートに上記「 4_総括表への転記シート」を「値」で貼り付け
・実績報告総括表

（3）次のシートに上記が正しく反映されているか確認
・精算書

１ 都道府県事業について左記の１・２と同様の手順にて作成

２ 「別紙様式第８ 様式２（個票）」
（1）全ての自治体分を自治体コード順に整理
（2）自動集約用エクセル（マクロ）により次のシートごとに作成（※任意）

・2_個別入力シート（新生活以外）
・3_個別入力シート（新生活）
・4_総括表への転記シート

４「別紙様式第８ 様式１－１・１－２ （精算書・総括表） 」
左記の３と同様の手順にて全ての自治体分をとりまとめて作成・確認

５「別紙様式第８（事業実績報告書）」を作成※実績報告額の欄は上記様式１－１のから貼り付け

３ 全ての自治体分の資料一式を形式・内容審査

４ 都道府県に提出書類一式を提出 ６ こども家庭庁に提出書類一式（上記２の自動集約用エクセル３点を含む。）を提出

都道府県
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３－３－１ 実績報告の記載例①

都道府県名、知事名を記載

別紙様式第８ 様式１－１ （精算書）の精算額等を記載

※同様式の欄外から転記可

※交付金受入済額は原則として０円

文書番号、実績報告年月日を記載

最後の交付決定年月日・文書番号を記載
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３－３－２ 実績報告の記載例②

別紙様式第８ 様式２ （個票）の転記シートの該当欄から転記可

別紙様式第８

様式１ー２ （総括表）

から全て自動転記

※受入済額を除く。

作業前に非表示されたシートを再表示

別紙様式第１ 様式１－２ （総括表）から全て自動転記

原則として０円（手入力）
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３－３－３ 実績報告の記載例③

個票番号を選択することにより、

別紙様式第８ 様式２ （個票）の各入力シートから全て自動転記

※必ず行間等のレイアウトを整えること。

費用内訳の欄は各内訳書の欄外から入力シートに転記可

原則として過去形・過去完了形にて実績を記載すること。
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３－３－４ 実績報告の記載例④
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３－３－５ 実績報告の記載例⑤

別紙様式第８ 様式２ （個票）の各入力シートから全て自動転記

※必ず行間等のレイアウトを整えること。

原則として過去形・過去完了形にて実績を記載すること。

申請状況の欄は交付実績一覧の欄外から入力シートに転記可
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３－３－６ 実績報告の記載例⑥

前年度からの継続補助世帯に○
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＜総事業費＞
対象経費支出(予定)額 ＋ 対象外経費支出(予定)額

＜対象経費支出(予定)額＞
交付金の対象となる経費

＜対象外経費支出(予定)額＞
交付金の対象としない経費（人件費、備品購入費、施設整備費 等）

＜寄付金その他の収入(予定)額＞
寄付金、結婚支援センター登録料、イベント・セミナー参加費、他自治体等からの負担金・補助金 等

＜算定基礎額＞
「総事業費－寄付金その他の収入(予定)額」又は「対象経費支出(予定)額」の額が少ない方 × 補助率

＜基準額＞
交付要綱別添表１・別添表２で定める額

＜交付金所要額＞
「算定基礎額」又は「基準額」の額が少ない方
（当該額が実際に自治体へ交付される額となる）

＜重要業績評価指標（KPI）＞
地域の実情、課題を踏まえ、この課題の解決に向けての進捗を計測するものとして適切な指標

４ 様式における主な用語集
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５ー１ 記載要領①（個票）

1̲共通入力シート【記載必須】
 ※全事業における共通項目

交付申請・変更交付申請の際の留意点 実績報告の際の留意点
自治体コード、自治体の区分、自治体名
（都道府県名＋市町村名）

・市町村事業における自治体の区分について、政令指定都市以外（中核市、特別区等）は「市町村」を選択

自治体における少子化対策の全体像 ・地域の実情及び課題を踏まえ、自治体において展開する少子化対策の全体像を記載
少子化対策全体の重要業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目標

・少子化対策に関連した各自治体における計画（総合計画、総合戦略、次世代育成計画等）で設定しているKPIを記載 記載不要

参考指標 ・合計特殊出生率、婚姻件数、婚姻率の直近の数値を記載 記載不要

交付申請・変更交付申請の際の留意点 実績報告の際の留意点
本事業の担当部局名
国予算区分、事業メニュー、区分、関連
事業メニュー

・原則として国予算区分は「補正予算分」を選択
・事業内容に応じて、プルダウンから選択

個別事業名
総事業費、寄付金その他の収入(予定)額、
差引額、対象経費支出(予定)額

・寄付金その他の収入(予定)額（寄付金、結婚支援センター登録料、イベント参加費、セミナー参加費等）がある場合は
計上すること。
 ※上記に相当する額を対象経費支出(予定)額の算定過程において差し引かないよう注意すること。

費用内訳
＜地域少子化対策重点推進事業＞

・地域少子化対策重点推進事業のみ経費区分ごとに記載

実施期間 ・原則として「令和７年４月１日～令和８年３月31日」
 ※変更交付申請の場合は、始期を「交付決定日」とすること。

・始期が「交付決定日」とあ
る場合は、国から最初に交付
決定を受けた具体的な日付を
記載

新規・継続の別、事業開始年度 ・一般財源での実施も含めた事業開始年度を記載。
・継続事業の場合は必須
 ※新規事業の場合も便宜的に本年度を記載

自治体における少子化対策の全体像の中
での本個別事業の位置付け

・自治体における少子化対策の全体像の中での本個別事業の位置付けを記載
・地域の課題を解決するための個別事業であることが分かるような記載ぶりとすること。

2̲個別入力シート（新生活以外）、3̲個別入力シート（新生活）
 ※事業ごとの個別項目
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５－２ 記載要領②（個票）

交付申請・変更交付申請の際の留意点 実績報告の際の留意点
個別事業の内容
＜地域少子化対策重点推進事業＞

○個別事業の具体的内容を記載

○過年度の本個別事業で浮かび上がった課題の分析及びそれに対する取組（ステップアップ）
・一般財源での実施も含めた継続事業については、過年度の事業で浮かび上がった課題の分析やそれに対する取組
（ステップアップ）を記載【新規事業及び結婚新生活支援事業については記載不要】

・原則として過去形・過去完
了形にて実績を記載するこ
と。

個別事業の内容
＜結婚新生活支援事業＞

○個別事業の具体的内容を記載
・①新規世帯見込については、継続補助分を除いた本年度の見込世帯数を記載し、
 ②継続補助世帯見込については、継続補助規定の有無、前年度補助上限額未満の支給見込世帯数及び対象経費支
出予定額を記載

○積算根拠
・記載例１～３により積算（要件緩和分については一般財源にて対応）

○広報の実施予定を記載

・原則として過去形・過去完
了形にて実績を記載するこ
と。

個別事業の重要業績評価指標（KPI）及
び定量的成果目標

・KPI設定例を参照の上、事業年度末におけるアウトプットとアウトカムを設定されたい。（◎の指標は必ず設定す
ること。）
・事業目的の達成度が数値で測れるようなものを設定すること。
・設定する際に考慮した数値（前年度末実績値等）があれば、併せて記載
 ※婚姻数、カップル成立数等のKPIの設定については、必須とするものではないが、事業年度の翌年度に予定され
る事後評価のため、結婚支援センター事業その他の公的結婚支援事業を実施する場合は、参考として直近年度の
「会員登録数」「引き合わせ組数（お見合い組数）」「カップル成立組数」「成婚組数」（マッチングシステムを
活用している場合はその内数を含む。）を集計しておくこと。

記載不要

予算時期調査
【様式外項目】

・実施自治体の予算議決(予定)日を記載
 ※年度途中の交付決定を希望する場合はその旨も記載

記載不要

事業間の流用の有無
＜地域少子化対策重点推進事業＞
【様式外項目】

記載不要 個別事業における他の事業間
の経費の流用の有無を記載

2̲個別入力シート（新生活以外）、3̲個別入力シート（新生活）
 ※事業ごとの個別項目
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５－３ 記載要領③（個票）

交付申請・変更交付申請の際の留意点 実績報告の際の留意点
変更理由記入欄
（実施計画書と比較して著しく増減した
費目がある場合や事業間流用がある場合
などの理由）

記載不要

共通の要件確認
＜地域少子化対策重点推進事業＞
【様式外項目】

・個別事業ごとに各項目の充足性をリスト選択
 ※全て「ＯＫ」となった場合のみ、様式内の「費用内訳」の欄のチェックボックスに「○」が表示

重点メニュー・結婚支援コンシェルジュ
事業の要件確認
＜地域少子化対策重点推進事業＞
【様式外項目】

・個別事業ごとに各項目の充足性をリスト選択
 ※全て「ＯＫ」となった場合のみ、様式内の「費用内訳」の欄のチェックボックスに「○」が表示

記載不要

2̲個別入力シート（新生活以外）、3̲個別入力シート（新生活）
 ※事業ごとの個別項目
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◎：必須項目

６－１ ＫＰＩ設定例①（1.ライフデザイン・結婚支援、2.コンシェルジュ）
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１．ライフデザイン・結婚支援重点推進事業取組例

◎事業対象者(「参加者」等）の人数アウト
プット

共通(必須）
※広報のみの事業、
調査研究事業など、
明確な対象者が存
在しない事業は除く

◎事業対象者(「参加者」等）の事業に対する満足度
（別の表現で事業に対する満足度を測るアウトカムを設定する場合
は、文末に （満足度） と書き添えるなどしてください。）

◎希望どおりの結婚に向けて後押ししてくれたと感じた人の割合
◎結婚、妊娠・出産、子育てに対して前向きになったと感じた人の割合
※上記３項目は、個別事業の性質を踏まえ、事業対象者から
当該項目のアンケートをとることができる場合は必須)

アウト

カム

○設置後、●ヵ月以内の会員登録数
アウト
プット結婚支援セン

ター・マッチング
システム ○登録会員数に対するお引き合わせ成立者数の割合

アウト

カム

○ボランティアの登録数
アウト
プット結婚支援ボラン

ティア等の発掘、
育成 ○ボランティアの支援を受けた者の満足度

アウト

カム

○参加者数 ○募集定員数に対する参加者数の割合
アウト
プット

婚活イベント

○引き合わせ成立者数
アウト

カム

○会員登録数
アウト
プット

結婚支援セ
ンター等へ
の登録促
進

婚
活
イ
ベ
ン
ト
と
併
せ
て
行
う
事
業
の
例

○センターへの相談の結果、引き合わせが成立した人数
アウト

カム

○参加者のうち、ボランティアの支援を受けた者の割合
アウト
プットボランティ

ア等による
相談支援

○ボランティアの支援を受けた者の満足度
アウト

カム

○参加者数 ○募集定員数に対する参加者数の割合
アウト
プット

スキルアッ
プセミナー

○受講後、婚活に対し自信がついた参加者の割合
アウト

カム

○参加企業数
アウト
プット異業種交流セミ

ナー・イベント
○参加従業員の満足度

アウト

カム

○リーチ数
アウト
プット広告・広報・ホー

ムページ
○事業認知率 ○イベントや会員登録等の申込数

アウト

カム

１．ライフデザイン・結婚支援重点推進事業取組例

○登録数、参加目標人数等 （取組内容に応じて、具体的な目標を設定
してください。なお、その際には、単独で実施するよりも、より高い目標

値を設定してください。）

アウト
プット

（重点）

自治体間連携を
伴う取組 ○引き合わせ成立者数、参加者の意識変容、行動変容等

（取組内容に応じて、具体的な目標を設定してください。なお、その際

には、単独で実施するよりも、より高い目標値を設定してください。）

アウト
カム

○参加者数 ○募集定員数に対する参加者数の割合 など
アウト
プット（重点）

若い世代の描く
ライフデザイン支
援

○命の大切さや子育てへの理解が深まったと答えた参加者の割合

○将来の様々なライフイベントに柔軟に対応できる自信がついた参加
者の割合

アウト
カム

○登録数、参加目標人数等 （取組に応じて、連携内容を踏まえた具体
的な目標を設定してください。）

アウト
プット

（重点）

結婚支援事業者
との官民連携型
結婚支援

○引き合わせ成立者数、参加者の意識変容、行動変容等（取組に応じ
て、連携内容を踏まえた具体的な目標を設定してください。）

アウト
カム

○高度化・地域連携後、●ヵ月以内の会員登録数
アウト
プット

（重点）

AIを始めとする
マッチングシス
テムの高度化・
地域連携

○登録会員数に対する引き合わせ成立者数の割合
アウト
カム

〇ボランティア育成のための研修回数
○ボランティア・事業者等の支援を受けた者の数

アウト
プット

（重点）

地域の結婚支援
ボランティア・事
業者等を活用し
た伴走型結婚支
援の充実

○結婚支援に対する理解、関心が深まったと回答したボランティア
の割合
○ボランティア・事業者等の支援を受けた者の満足度

アウト
カム

２．結婚支援コンシェルジュ事業取組例

◎対面・オンラインによる個別訪問市町村数／管内市町村数（％）
◎対面・オンラインによる企業・団体への個別訪問数（社）
○コンシェルジュの協働により実施したイベント数（回）

アウト
プット

結婚支援コン
シェルジュ事業 ◎市町村職員のコンシェルジュ事業に対する満足度（％）

◎コンシェルジュの働きかけにより取組を始めた市町村の数
○コンシェルジュの働きかけにより取組を始めた企業・団体等の数

アウト
カム



４．結婚新生活支援事業取組例

◎支給実績世帯数／支給見込世帯数（％）
アウト

プット

結婚新生活

支援事業 ◎結婚新生活支援事業に関するアンケートにおける「本事業の認知度」（％）

◎結婚新生活支援事業に関するアンケートにおける「地域に応援され
ていると感じた」世帯の割合（％）

アウト

カム

◎：必須項目

６－２ ＫＰＩ設定例②（3.気運醸成、4.新生活）
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３．結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業取組例

◎事業対象者(「参加者」等）の人数アウト
プット

共通(必須）
※広報のみの事業、調
査研究事業など、明確
な対象者が存在しない
事業は除く

◎事業対象者(「参加者」等）の事業に対する満足度
（別の表現で事業に対する満足度を測るアウトカムを設定する場合
は、文末に （満足度） と書き添えるなどしてください。）

◎結婚、妊娠・出産、子育てに対して前向きになったと感じた人の割合
※上記２項目は、個別事業の性質を踏まえ、事業対象者から

当該項目のアンケートをとることができる場合は必須）

アウト
カム

○参加企業数
アウト
プット職場環境づく

り講
演
会
・研
修
会

○参加企業において新たに取り組む項目があると答えた企業の割合
アウト
カム

○参加人数 ○募集定員数に対する参加者数の割合
アウト
プット

家事・育児参
画の理解促進 ○受講後に新たに家事・育児で取り組む項目があると答えた参加者

の割合
アウト
カム

○協力事業者数
アウト
プット地域資源を活用し

た情報発信
○協力事業者を利用して、地域に応援されていると感じた者の割合

アウト
カム

○ダウンロード数 ○システム利用者数
アウト
プット

アプリ・ＳＮＳ

○アプリ・システムの満足度
アウト
カム

○リーチ数
アウト
プット広告・広報・ホーム

ページ
○事業認知率 ○イベントや会員登録等の申込数

アウト
カム

３．結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・気運醸成事業取組例

○登録数、参加目標人数等 （取組内容に応じて、具体的な目標を設
定してください。なお、その際には、単独で実施するよりも、より高い
目標値を設定してください。）

アウト

プット
（重点）

自治体間連携を
伴う取組 ○対象者の意識変容、行動変容等 （取組内容に応じて、具体的な

目標を設定してください。なお、その際には、単独で実施するよりも、
より高い目標値を設定してください。）

アウト

カム

○情報発信・啓発活動数 ○相談件数 ○簡易授乳室の設置数
○レンタルベビーカー利用者数

アウト

プット
（重点）

地域全体で結
婚・子育てを応
援する気運醸成

○社会全体で結婚・子育てを応援していく必要があると感じた者の割合
○社会から結婚・子育てを応援されていると感じた者の割合

アウト

カム

○対企業の取組の参加企業数 ○対当事者の取組の参加人数

○募集定員数に対する参加者数の割合

アウト

プット（重点）

育児休業取得と
家事・育児分担
の促進

○参加企業において新たに取り組む項目があると答えた企業の割合

○受講後に新たに家事・育児で取り組む項目があると答えた参加者
の割合

アウト

カム

○企業に対する働きかけ実施数 〇取組の参加人数
アウト

プット（重点）

子育てと仕事の
両立と多様な働
き方の促進

〇多様な働き方について新たに取り組む項目があると答えた企業（参
加者）の割合
〇希望者とのマッチング数

アウト

カム

○調査研究結果を掲載したHP等のリーチ数
○連携団体数 ○有識者会議の開催数

アウト
プット

（重点）
ICT 活用、官民連
携等による結婚支
援等の更なる推進
のための調査研究

※その調査研究が具体的にどのような課題の発掘につながったのか、
どのように次年度事業に反映させるのか等を、実績報告・事業評価
の際に明示すること

アウト

カム



６－３ （参考）令和７年度概算要求のEBPM「地域少子化対策強化事業」

課題データ

第16回出生動向基本調査（国立社会保障・人口問題研究所・2021年）
・結婚意思のある未婚者（25～34歳）が独身でいる理由
「適当な相手にめぐり会わない」 男性：43.3％、女性：48.1％
「必要性をまだ感じない」 男性：25.8％、女性：29.3％
「結婚資金が足りない」 男性：23.1％、女性：13.4％

こども政策の推進に関する意識調査（こども家庭庁・2023年）
・「結婚、妊娠、こども・子育てに温かい社会の実現に向かっている」と思う人の割合 27.8％

事業

令和７年度概算要求額：46億円地域少子化対策強化事業

・結婚、子育てに関する地方公共団体の取組（結婚に対する取組、結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・機運の醸成の取組）を支援する（補助率：1/2、2/3）とともに、自治体間連携を
伴う取組等を重点的に支援する（補助率：2/3、3/4）。

・結婚に伴う新生活を経済的に支援するため、地方公共団体が行う結婚新生活支援事業（新婚世帯を対象に家賃、引越費用等を補助）を支援する（補助率：1/2、2/3）。
・地域の結婚支援センターについて、民間事業者も加え、更なる取組向上に向けた業務調査・業務改善の推進のほか、官民連携型結婚支援の強化、結婚支援等における地方間のネットワークの強化を
図る。
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市町村と連携して結婚支援に
取り組む都道府県の数の上昇
2025年度見込み 40都道府県

（35都道府県）

アウトプット
都道府県と連携して結婚支援に
取り組む市町村の数の上昇
2025年度見込み 670市町村

（471市町村）

結婚新生活支援事業に取り組む市町村の数の上昇
2025年度見込み 940市町村（766市町村）

結婚、妊娠・出産、子育てに温かい社会づくり・
機運醸成に取り組む都道府県の数の上昇
2025年度見込み 47都道府県（46都道府県）

結婚支援センターの登録人数
短期

アウトカム

結婚新生活支援事業の事業対象世帯の
支給世帯数の上昇

直近の成果実績より上昇
（参考）2023年度実績 9,005世帯

交付金事業の事業対象者（住民等）の
参加人数の上昇

直近の成果実績より上昇
（参考）2023年度実績 約53万人

都道府県における
公的結婚支援に
よる成婚者数

中期
アウトカム

交付金事業に対する
事業対象者（住民
等）の満足度

2025年度目標 80％

希望どおりの結婚に向けて
後押ししてくれたと感じた

人の割合の上昇
直近の成果実績より上昇

結婚新生活支援事業が結婚に伴う経済的不安の
軽減に役立ったと答えた世帯の割合の上昇

直近の成果実績より上昇
（参考）2023年度実績 93％

結婚、妊娠・出産、子育
てに前向きになったと感
じた人の割合の上昇

直近の成果実績より上昇

交付金事業に対する
事業対象者（住民等）の

満足度
2025年度目標 80％

長期
アウトカム

未婚者が結婚しない理由「結婚資金が足りない」
割合の低下

直近の成果実績より低下
（参考）2021年度実績 18.2％

「保護者の子育てが
地域で支えられてい
る」と思う人の割合

の上昇
直近の成果実績より上昇
（参考）2023年度実績

30.9％

未婚者が結婚しない理由「適当な相手にめぐりあわない」割合の低下
直近の成果実績より低下

（参考）2021年度実績 45.7％

「自分の将来についての
人生設計(ライフプラン)に
ついて考えたことがある」

人の割合の上昇
直近の成果実績より上昇
（参考）2023年度実績

51.8％

男性の
育児休業
取得率

2025年度目標
50％

৯
ఏ

こども・若者の幸福な生活 ／ 少子化トレンドを大きく変える ／ 未来を担う人材の育み

こども・若者の権利保障と

その視点の尊重、意見聴取と対話
良好な成育環境の提供

すべてのこども・若者の

健やかな成長の保障

結婚・子育てに関する希望の形成と

その実現を阻む隘路の打破

※アウトプットの（ ）内は直近の実績値

ー

ー

地方公共団体におけ
る効果的な少子化対
策の支援に資する
調査等の実施

調査等の成果物の
横展開
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